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１． 研究目的 

日本創生会議提言資料（2014）によると，当時

1799 あった日本全国の市区町村のおよそ半数にあ

たる 876自治体が 2040年までに消滅するという試

算を発表した．この提言をきっかけにするかのよ

うに，限界集落やそれに伴う農山村の再生がしき

りに話題としてあがった．こうした動きに対して

多くの自治体が地域発展のための移住・定住者の

促進や新規就農者促進事業を展開した．小池

（2018）は，我が国の総人口は 1950 年から 2015
年までの右肩上がりの増加からそれ以後 2065 年

まで人口が減少することを示した．田中（2017）
は，総人口減少傾向から，「人口減少時代，不毛な

奪い合い」と移住・定住政策の見直しを提言して

いる． 
小田切（2017）は，新たな農山村再生の道とし

て「風の人」「よそ者」「関係人口」を示している．

その具体的な姿として田中（2017）は，島根県で

の関係人口づくりの事例を提案している．その中

で，田中は，「しまコトアカデミー」の事例をもと

に「関係人口のつくり方」のポイントとして「自

分ごとにする」「人につなぐ」をあげている．人と

一重をつなぎ，人が自分事でつながる関係を意識

してつくることが地域振興につながることを提案

していると解釈できる． 
以上の点から，我が国の課題の一つは，関係人

口づくりを通して，地域振興を図り，消滅市町村

を減らし，地域の文化や産業を維持することによ

り，食糧自給やわが国固有の文化を維持すること

と捉えることができる． 
一方，世界の若者に比べ，我が国の若者は，将

来に明確な意図をもって就労していくと言う意識

が低い傾向が見られる．そのことにより，高収入，

安定して継続して仕事ができる職業を選択する傾

向が報告されている． 
本学児童学科の学生を見ると，児童学科の学生

は，将来教員や保育士になることを考え，入学し

てくる学生が多い．将来に対する仕事のイメージ

をもってはいても，どのような教員や保育士にな

りたい．あるいは，教員や保育士になってどのよ

うな仕事ができる自分になりたいといった明確な

自分像をもち得ていない学生が多く見られる．そ

の結果として，学びを深める中で，自らの学びの

意義を見失っていく傾向も見られる（児童学科学

生の学びの意欲変化傾向の結果 2019）．すなわち，

大学に入学するまでに自らの生き方をじっくりと
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考え，そのために今何を行うのか，そのために今

行っていることの価値を自ら考え行うといった学

びのあり方を獲得してこなかったことに起因する

とも考えられる．課題の一つとして本学の学生が

将来の自分像を描きながら，今の大学での学びの

必要性を意識しているのかがあげられる．こうし

た学生の課題に迫る科目の一つとして，キャリ

ア・ディベロップメント・プログラム（以下 CDP
と略記する）科目が本学では設定してある．その科

目の目的はシラバスに以下のように示されている． 
この授業では，企業や地方自治体と提携し，そ

れらが直面する実際の課題に対して本学学生がチ

ーム単位で取り組み，課題解決案，企画案を提案

するというプログラムを設定し，それを通じて履

修者の「汎用的能力」（本学ではこれを「就業継続

力」と呼んでいます）を実践的に育成することを

ねらいとしている．履修者が本授業を通じて，組

織においては能力や価値観の異なる個人のチーム

ワークによって仕事がなされていることを推測で

きるようになると同時に，仕事をうまく遂行する

ためには「汎用的能力」が重要であることを体感

的に学び・理解すること，さらに，実際に汎用的能

力のいくつかを向上させることを目標としている． 
こうした目標に加えて自らのこれからの生き方

を考える機会をつくることにより，自らが考え生

き方に基づいたキャリア開発，汎用的能力として

の生きる力，学びに向かう力を獲得できることに

より，企業や自治体があげる課題の解決のための

企画を作成する．このことを通して，自らの将来

を考えることができる科目になると考えられる． 
前述してきた我が国の将来に向けた大きな課題

である地域振興，その解決策として注目されてい

る関係人口づくりの取り組みは，各自治体が取り

組む課題と言える． 
田中（2017）が示した「自分ごとにする」「人に

つなぐ」という取り組みと学生が自己の将来のキ

ャリアを考えることを結び付けた学びを大学の授

業の中で取り上げて推進していくことの価値は大

きいことが推測できる．すでに河本（2019）が 10
年の時間をかけたゼミでの取り組みの中で，特定

の地域での「関係人口づくり」をつくりあげた事

例を示している．この事例は継続的な取り組みの

中で直接的に関係人口づくりを行う取り組みであ

る．ところが，自らのキャリア計画の中に我が国

が抱える課題である関係人口づくりを重ね合わせ

ながら，今の大学の学びを考える大学におけるキ

ャリア教育等の先行研究を検討した結果，管見の

限り見出すことができなかった． 
そこで，本研究では，本学の学生が自分なりの

将来像を描きながら，その将来像に向けて自分は

今，大学で何を学ぶべきなのかを考え，選択し，

自己調整を図りながら学びことができる様にする

ことが求められていると言える．そのためのきっ

かけをつくる学びの一つとして，関係人口づくり

を通した地域振興を取り入れることにより，自ら

のキャリア計画の中で，自らが関係人口になると

いう要素を取り入れ，そのために今の大学での学

びを考えることができるような科目の開発が目的

である． 
 
２． 研究実施内容 
（1）方法の概要 

研究の計画としては，上記の目的を達成するた

めに，以下の点から迫ろうとした． 
① 授業の取り組み前に，自治体から示された

課題について現地調査を行うことを通して

とらえ，取り組みを行うことを計画し実施

した．  
② 昨年度開発した地域振興並びに本科目に対

する期待を見とる質問紙を用いて，授業の

取り組み前後における意識の変化をみとっ

た．  
③ CDP の自治体からの課題グループ(CDP-E)

を実施し，②の調査を実施した． 
調査に用いた質問紙の概要は，以下の２点であ

る． 
１点目が，シラバス上で示されているリーダー

シップ，コミュニケーションスキルといった全般

的な将来の就職に役立つといった目的をどこまで

取り組み後に意識できるようになるか．：本科目の

授業への期待 
２点目は，地域振興，地域特性，ふるさと納税

をどこまで意識できるようになるか．：地域振興 
なお，いずれの設問項目でも「５：強く肯定，

４：肯定，３：中間，２：否定，１：強く否定」

の５件法で反応させた． 
それらに加えて，大学卒業後の職業選択におい

て地域振興や地域活性化への貢献を行いたいと思

っているかを問う設問を授業後に行った．いずれ

の設問も授業前後の意識の変化や授業後の意識を

基に開発したプログラムの効果を見とれるように

した． 
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（2）開発したプログラム 
開発したプログラムは以下のように展開させた．

CDP-E の授業期間実施前に，図 1 に示すような対

象地域の主な地域を下見するバスツアーを企画し，

CDP-E 履修者全員を対象にそのツアー参加の募集

を行った．その結果，10 名の参加申込があり，そ

の内の 8 名が参加した． 

 
図 1 CDP-E 事前学習視察ルート 
 

その後は，シラバスに従って CDP の授業が展開

された．その結果，図 1 の事前学習視察に参加し

た学生の所属していたグループの中には，授業期

間内に改めて現地に自主的に出かけ調査を行って

いた． 
（3）設問による開発プログラムの効果の見取り 

CDP-Eの授業期間前後のCDP科目への期待度調

査の結果を示したのが図 2 である． 
 

 
図 2 本科目への授業前の期待と授業後の満足度 
 
図 2 を見ると，授業前の黒線と授業後の赤線を

比べるとほぼ一致しており，本科目の目的を授業

後も満足に習得できたと感じた学生が多かったこ

とが推測できる． 
次に図 3 は，授業期間前後の CDP 科目を通して

地域振興に関する意識を見た結果を示している． 

 
図 3 授業前後の地域振興への意識 

 
図 3 を見ると，授業前の黒線に比べて授業後の

赤線は，自然，観光・旅行，地方自治，地方創生・

地域振興，まちづくり，関係人口について，地方

への移住・定住の各設項目で平均値が高くなって

いる．このことは，これら設問項目に関する内容

への意識が授業前に比べて授業後は高くなった学

生が多くなったことが想定される． 
さらに図 4 は，授業後の地域振興や地域活性に

貢献したいと思いましたかの質問への 5 から 1 の

各尺度を選択した人数を示している． 
 

 
図 4 授業後の地域振興に貢献したいかの人数分布 

 
図 4 を見ると，授業後には地域振興や地域活性

化に貢献したいと思った学生が多くいることが分

かった． 
 
３． まとめと今後の課題 
本研究で開発したプログラムは CDP の授業期間

前に，課題を出した自治体が勧める現地の視察を

行い，その後，CDP の授業を展開していくという

ものであった．2021 度の自治体からの課題も，今

年度同様に，地域振興に関わる課題であった．そ

こで，今年度同様に現地視察を考えていたが，コ
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ロナ感染症の蔓延防止の処置のために，学生を引

率しての視察を実施することができなかった．そ

こで，視察に代わる方法をとることによって今年

度に近い目的に迫ることができるといった成果を

得た．そこで，今年度は，実際に現地に出かけ視

察を行うことができた． 
その結果，CDP の科目の目的は昨年度同様に成

果を得るとともに，昨年度以上に多くの学生が地

域振興に関心を示した．その上，将来に地域振興

や地域活性に貢献したいと思っている学生が多く

見られた． 
さらに，同じ CDP-E の科目を履修した学生の中

でも現地調査に出かけた学生と出かけることがで

きなかった学生もいる．それらの学生による意識

の違いや，学生が記した自由記述を詳細に検討し

て目的に迫る検討を行っていきたい． 
また，今年度の課題を出した自治体は埼玉県であ

り，中には学生が居住していたり，訪れたりした

経験がある自治体であると言える．この点からも，

学生の居住地から遠方の自治体でも同様な結果が

得られるのかを今後検討する必要があるといえる．

このことにより，現地を実際に見ることによる学

生達の課題意識の持ち方の違いも検討することが

できると考える． 
 

４． この助成による発表論文等 
現段階では発表は行っていない．ただし，2023

年度中にキャリア教育関連学会あるいは，人間生

活文化研究に投稿を計画している．そのための作

業に入っている． 
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